
令和元年 月11 日（金）1日  時

午後１時40分～3時20分

午後3時30分～4時00分

場  所 福島市「杉妻会館」
4F牡丹の間
〒960-8065福島市杉妻町3-45
☎024-523-5161

■主催 ：福島県/ 福島県居住支援協議会
■共催 ： 福島県社会福祉協議会/（公社）福島県宅地建物取引業協会/（公社）全日本不動産協会福島県本部 / 
　　　　福島県賃貸住宅経営者協会 /いわき賃貸住宅経営者協会
■お申し込み・お問い合せ
　事務局　福島県居住支援協議会（福島県耐震化・リフォーム等推進協議会）
　〒960-8061　福島市五月町4-25　FAX.024-529-5274

講演1　「地域包括ケアシステムにおける居住支援協議会の役割」
厚生労働省　老健局高齢者支援課 課長補佐　森岡　信人 氏

講演3　「住まいを確保し、新しい生活の支え愛を」

講演2　「住み慣れた地域に安心して住み続けるための居住支援事業」
船橋市居住支援協議会『住まいるサポート船橋』　田中　志歩 氏

(社福)東みよし町社会福祉協議会　常務理事(兼)事務局長　藤内　則康 氏

福島県指定居住支援法人事業概要説明

令和元年度　第1回福祉・住宅連携会議

「ともに繋ぎ、ともに生きる」「ともに繋ぎ、ともに生きる」

午後1時30分～4時30分

電話または裏面のFAX申込書でお申込みください。申込方法
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午後4時00分～4時30分情報提供

講 演

　令和元年8月公表の福島県統計調査課資料によると、本県の高齢化率は３１％を超えており、高齢者
等の方々が住み慣れた地域の中で、安心して住み続けられる環境を整えることは喫緊の課題となって
います。その課題解決のためには、福祉・住宅に係る官民の連携が不可欠であり、当協議会では、従前よ
り福祉と住宅の連携を図るための会議やセミナーを開催してまいりました。今回は、国及び地方におい
て住宅確保要配慮者※の居住支援に直接携わられている方々から施策や取組事例をお伺いし、住宅確
保要配慮者の安定居住に向けた今後の支援のあり方等について、行政機関、福祉・住宅団体始め県民
の皆様と共に考える機会として、下記により会議を開催いたします。是非、ご参加ください。
※高齢者、低額所得者、子育て世帯、障がい者、被災者等の住宅の確保に特に配慮を要する者

TEL.024-563-6213　



申込締切日／令和元年10月25日（金）

送信先　FAX.024-529-5274

FAX申込書

受講票は発行致しませんので、直接会場にお越しください。（県庁駐車場をご利用ください）

必要事項をご記入の上、下記FAX番号にお送りください。複数のお申込みの場合は、代表者名を記載し、合計人数をご記入ください。

当てはまる所属に☑印を付けてください。

□行政機関［福祉部門］　　□行政機関［建築部門］　  □行政機関［避難者支援部門］             □社会福祉協議会
□包括支援センター　　   □居住支援法人　           □支援団体［NPO・相談センター等］　  □民生委員　
□医療関係　                 □介護・救護施設　　       □住宅事業者　                               □不動産事業者
□弁護士・行政書士等　    □その他［　　　                                                     　　］

※お知らせいただいた個人情報は、今回の会議および、ご案内にのみ使用し、それ以外の目的で使用することはございません。

お名前［代表者名］ 申込人数

ご所属［会社・団体名］ 電話番号［代表者］
名

ー　　　　　　　　　　　　　　　ー

講演者

平成２９年民間企業を経て（社福）船橋市社会福祉協議会に入社。
居住支援事業担当となり、船橋市居住支援協議会事務局員を担う。
その他、貸付事業、フードドライブ事業を担当。

平成23年国土交通省に入省。主に建築・住宅関係の施策について担当。
平成31年4月より厚生労働省老健局高齢者支援課に出向し、有料老人
ホームやサービス付き高齢者向け住宅等、高齢者向け住まいに関する施
策について担当。

平成7年旧三加茂町社協に入社（地域活動推進員）
平成18年町合併により東みよし町社協地域福祉課（課長）
平成27年度まで日常生活自立支援事業専門員として生活支援と地域福祉活
動に関する新たな事業の創設。
平成28年度より事務局長、平成29年より常務理事として、生活困窮者自立支
援事業を推進しながら、住居確保が困難な方、荒廃した住居で生活を続ける方
への支援を模索し、本年度東みよし町居住支援協議会を立ち上げた。

厚生労働省　老健局高齢者支援課 課長補佐 森岡　信人 氏

船橋市居住支援協議会『住まいるサポート船橋』 田中　志歩 氏

(社福)東みよし町社会福祉協議会　常務理事(兼)事務局長 藤内　則康 氏

講演1

講演2

講演3


